
（様式１）

プロポーザル参加表明書


令和　　年　　月　　日 


東広島市長　様


	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者職氏名
	
	印

	担当者
	

	電話番号
	

	FAX番号
	

	メールアドレス
	




令和　年　月　日付で公示のあった次のプロポーザルに参加したいので、必要書類を添えて提出します。
なお、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定のいずれにも該当しない者であること、プロポーザル参加資格要件を満たしていること及び添付書類の内容については事実と相違ないことを誓約します。


１　業務名：東広島市就労支援事業及び就労準備支援事業業務
２　添付書類（　有　・　無　）
　　必要に応じて添付書類の名称を記入すること。




（様式２）
業　務　実　績　書

　令和　　年　　月　　日現在
	１
	業務名
	
	発注者
	

	
	履行期間
	～
	契約金額
	千円

	
	業務概要
	

	２
	業務名
	
	発注者
	

	
	履行期間
	～
	契約金額
	千円

	
	業務概要
	

	３
	業務名
	
	発注者
	

	
	履行期間
	～
	契約金額
	千円

	
	業務概要
	

	４
	業務名
	
	発注者
	

	
	履行期間
	～
	契約金額
	千円

	
	業務概要
	

	５
	業務名
	
	発注者
	

	
	履行期間
	～
	契約金額
	千円

	
	業務概要
	


※　業務概要は、箇条書きで簡潔に記入すること。
※　枠内で記入できない場合は、枠を拡大して複数枚で提出すること。
※　記載した業務実績の内容を証する書類として、契約書及び仕様書の写しを添付すること。

（様式３）
過去の事業成果実績書

　
	１
	就職率
	業務実績番号
	
	業務実績番号
	
	業務実績番号
	

	
	
	
	％
	
	％
	
	％

	２
	定着率（６か月）
	業務実績番号
	
	業務実績番号
	
	業務実績番号
	

	
	
	
	％
	
	％
	
	％

	３
	求人開拓数
	社

	４
	就労準備支援
メニュー
	


※就職率、定着率及び求人開拓数は、様式２業務実績書に記載の実績の事業のうち主なもの３つの実績を記載すること。
※就職率は、「令和６年度から令和８年度の就職者数／令和６年度から令和８年度の支援対象者数」で算出すること。
※定着率は、令和６年度から令和８年度に就職した者のうち６か月以上定着を確認した者の割合を記載すること。
※求人開拓数は、令和６年度から令和８年度の求人開拓総数を記載すること。
※就労準備支援メニューは、日常生活のリズムを整えたり、人間関係を作ったりするための居場所づくり等、社会資源を活用した支援及び社会資源の開発を行った具体的な事例を箇条書きで記入すること。（例：農業体験、軽作業体験など）


（様式４-１）

配置予定従事者調書

　令和　　年 　月 　日現在

１　配置予定人数
	法人名
	


	配置予定
人数
	(1) 統括責任者　　　　常勤　　　　1名（　　　　　　　と兼務する・兼務しない）
(2) 就労支援員　　　　常勤換算　　　名※
(3) 求人等開拓員　　　常勤換算　　　名
(4) 就労準備支援員　　常勤換算　　　名
(5) その他（　　　　）常勤換算　　　名
　合計　常勤換算　　　　名


※常勤換算＝1日7時間、週5日勤務で換算すること。

２　配置予定者
(１)  統括責任者
	①　氏名
	
	②　年齢
	　　　歳

	③　配置方法
	□法人内の人事異動　　□採用内定　　
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	④　本事業内の兼務
	□兼務　（就労支援員と兼務・求人等開拓員と兼務・就労準備支援員と兼務）
□兼務しない　※兼務の場合、どちらか一方の様式にのみご記入ください。

	⑤　雇用形態
	□正社員　□その他（　　　　　　　　　　　　）

	⑥　勤務時間
	1日７時間／週５日勤務
※統括責任者は常勤とする（本事業内の兼務は可能。他事業との兼務は不可）。

	⑦　保有資格（業務に関係する資格）
	※保有資格がある場合は、有資格者である証明を添付してください。

	⑧　職歴（類似業務への従事経験）【現職】

	期間
	職務内容※1

	
	　　年　　月　　日
　　　～　　年　　月　　日
	

	
	　　年　　月　　日
　　　～　　年　　月　　日
	

	
	　　年　　月　　日
　　　～　　年　　月　　日
	


※1　「職務内容」は、箇条書きで簡潔に記入すること。
※　枠内で記入できない場合は、枠を拡大して複数枚で提出すること。-

（様式４-２）
配置予定従事者調書
　令和　　年 　月 　日現在　
(２)  就労支援員
	①　氏名
	
	②　年齢
	　　　歳

	③　配置方法
	□法人内の人事異動　　□他事業との兼務　　□採用内定　　
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	④　本事業内の兼務
	□兼務　（統括責任者と兼務・求人等開拓員と兼務・就労準備支援員と兼務）
□兼務しない　　※兼務の場合、どちらか一方の様式にのみご記入ください。

	⑤　雇用形態
	□正社員　□その他（　　　　　　　　　　　　）

	⑥　勤務時間
	1日（　　）時間／週（　　）日勤務
※他事業との兼務の場合は、本事業への従事時間のみを記入ください。

	⑦　保有資格（業務に関係する資格）
	※有資格者である証明を添付してください。

	⑧　職歴（類似業務への従事経験）【現職】

	従事期間
	職務内容※1

	
	　　年　　月　　日
　　　～　　年　　月　　日
	

	
	　　年　　月　　日
　　　～　　年　　月　　日
	

	
	　　年　　月　　日
　　　～　　年　　月　　日
	



(３)  求人等開拓員
	①　氏名
	
	②　年齢
	　　　歳

	③　配置方法
	□法人内の人事異動　　□他事業との兼務　　□採用内定　　
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	④　本事業内の兼務
	□兼務　（統括責任者と兼務・就労支援員と兼務・就労準備支援員と兼務）
□兼務しない　　※兼務の場合、どちらか一方の様式にのみご記入ください。

	⑤　雇用形態
	□正社員　□その他（　　　　　　　　　　　　）

	⑥　勤務時間
	1日（　　）時間／週（　　）日勤務
※他事業との兼務の場合は、本事業への従事時間のみを記入ください。

	⑦　保有資格（業務に関係する資格）
	※保有資格がある場合は、有資格者である証明を添付してください。

	⑧　職歴（類似業務又は営業職への従事経験）【現職】

	期間
	職務内容※1

	
	　　年　　月　　日
　　　～　　年　　月　　日
	

	
	　　年　　月　　日
　　　～　　年　　月　　日
	

	
	　　年　　月　　日
　　　～　　年　　月　　日
	


※1　「職務内容」は、箇条書きで簡潔に記入すること。
※　枠内で記入できない場合は、枠を拡大して複数枚で提出すること。

（様式４-３）
配置予定従事者調書

　令和　 年 　月 　日現在　
(４)  就労準備支援員
	①　氏名
	
	②　年齢
	　　　歳

	③　配置方法
	□法人内の人事異動　　□他事業との兼務　　□採用内定　　
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	④　本事業内の兼務
	□兼務　（統括責任者と兼務・就労支援員と兼務・求人等開拓員と兼務）
□兼務しない　　※兼務の場合、どちらか一方の様式にのみご記入ください。

	⑤　雇用形態
	□正社員　□その他（　　　　　　　　　　　　）

	⑥　勤務時間
	1日（　　）時間／週（　　）日勤務
※他事業との兼務の場合は、本事業への従事時間のみを記入ください。

	⑦　保有資格（業務に関係する資格）
	※有資格者である証明を添付してください。

	⑧　職歴（類似業務への従事経験）【現職】

	期間
	職務内容※1

	
	　　年　　月　　日
　　　～　　年　　月　　日
	

	
	　　年　　月　　日
　　　～　　年　　月　　日
	

	
	　　年　　月　　日
　　　～　　年　　月　　日
	



就労準備支援員
	①　氏名
	
	②　年齢
	　　　歳

	③　配置方法
	□法人内の人事異動　　□他事業との兼務　　□採用内定　　
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	④　本事業内の兼務
	□兼務　（統括責任者と兼務・就労支援員と兼務・求人等開拓員と兼務）
□兼務しない　　※兼務の場合、どちらか一方の様式にのみご記入ください。

	⑤　雇用形態
	□正社員　□その他（　　　　　　　　　　　　）

	⑥　勤務時間
	1日（　　）時間／週（　　）日勤務
※他事業との兼務の場合は、本事業への従事時間のみを記入ください。

	⑦　保有資格（業務に関係する資格）
	※有資格者である証明を添付してください。

	⑧　職歴（類似業務への従事経験）【現職】

	期間
	職務内容※1

	
	　　年　　月　　日
　　　～　　年　　月　　日
	

	
	　　年　　月　　日
　　　～　　年　　月　　日
	

	
	　　年　　月　　日
　　　～　　年　　月　　日
	


※1　「職務内容」は、箇条書きで簡潔に記入すること。
※　枠内で記入できない場合は、枠を拡大して複数枚で提出すること。

（様式４-４）
配置予定従事者調書

　　令和　　 年 　月 　日現在　
(５)  その他の人員（　　　　員）
	①　氏名
	
	②　年齢
	　　　歳

	③　配置方法
	□法人内の人事異動　　□他事業との兼務　　□採用内定　　
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	④　本事業内の兼務
	□兼務　（統括責任者と兼務・就労支援員と兼務・求人等開拓員と兼務）
□兼務しない　　※兼務の場合、どちらか一方の様式にのみご記入ください。

	⑤　雇用形態
	□正社員　□その他（　　　　　　　　　　　　）

	⑥　勤務時間
	1日（　　）時間／週（　　）日勤務
※他事業との兼務の場合は、本事業への従事時間のみを記入ください。

	⑦　保有資格（業務に関係する資格）
	※有資格者である証明を添付してください。

	⑧　職歴（類似業務への従事経験）務への従事経験）【現職】

	期間
	職務内容※1

	
	　　年　　月　　日
　　　～　　年　　月　　日
	

	
	　　年　　月　　日
　　　～　　年　　月　　日
	

	
	　　年　　月　　日
　　　～　　年　　月　　日
	


※1　「職務内容」は、箇条書きで簡潔に記入すること。
※その他の人員を配置する予定がない場合は、様式４-４の提出は不要とする。
（様式５）東広島市就労支援事業及び就労準備支援事業業務

	Ａ３用紙（横）
※　企画提案書作成要領「２　選定審査提出書類（企画提案書等）について」に沿って、９枚以内で記述すること。
※　記述は原則、文書による。イラスト、イメージ図等の使用は可とし、書体、デザインは問わないが、簡潔明瞭に記述すること。
※　文字の大きさは、１１Ｐ以上とする。ただし、イラスト、イメージ図はこの限りでない。
※　提出者が特定できる記述（具体的な社名等）をしないこと。
※　用紙余白は、左２５ｍｍ以上、その他の方向は１０ｍｍ以上とする。





（様式６）
東広島市就労支援事業及び就労準備支援事業業務に係る公募型プロポーザル質問書


	企業等名
	

	担当部署
	

	担当者
	

	E-mailｱﾄﾞﾚｽ
	

	電話番号
	

	FAX番号
	



	NO
	資料名称
	該当頁
	該当行
	該当項目
	質問内容

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（注）
１　提出期限までに提出すること。期限を過ぎたものは受領しない。
２　質問事項が多い場合は本様式を複写して使用すること。


（様式７）

東広島市就労支援事業及び就労準備支援事業業務公募型プロポーザル辞退届書

　令和　　年　　月　　日

東　広　島　市　長　　様

	所在地
	
	

	商号又は名称
	
	

	代表者職氏名
	
	印




令和　　年　　月　　日付で提出した「プロポーザル参加表明書」を取下げ、プロポーザルの参加を辞退します。
なお、提出した書類は返却を求めません。

	業務名：東広島市就労支援事業及び就労準備支援事業業務

	
辞退する理由
（主な理由を一つだけ選ぶこと。）
	
1　担当者の確保が困難である。

2　履行期間開始までの準備が困難である。

3　その他






